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―法人税法 22 条の 2を巡る「別段の定め」論議を中心として―
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Ⅰ　はじめに
　平成 30 年度（2018 年度）税制改正において，法人税法上の資産の販売等に係る収益の
計上時期（帰属時期）及び計上額等に関して具体的な定めを有する法人税法 22 条の 2が











明確で具体的な定めをなす法人税法 22 条の 2がここに加えられたことになる。
　法人税法 22 条の原型は，昭和 40 年の法人税法全文改正で作られた。同条に関する改正
を振り返ると，昭和 42 年に公正処理基準に従った計算を要請する規定（現行法人税法 22
条 4 項）が挿入され，その後，数回にわたり，資本等取引（現行法人税法 22 条 5 項）に
関する細かな改正を経験したにすぎない。収益の計上時期や計上額について通則的な規定
ともいわれる法人税法 22 条の 2を 22 条の改正の支流に加えるならば，インパクトのある
ものとしては，今回の改正は昭和 42 年以来のものといってよい。
　法人税法 22 条の 2という新規定の影響を考えるに，表面上は相応の影響力を有するよ
うに映る。連結財務諸表のみならず個別財務諸表にも適用される収益認識会計基準は，実
現主義や販売基準などの収益に係る諸原則を定める企業会計原則に優先するものとされて

















　法人税法 22 条の 2という新規定が呼び込む理論的関心の程度についても決して小さい
ものとはいえない。例えば，法人税法上の収益の計上時期に関しては，22 条 2 項や 4項





　以上を踏まえて，本稿では，新設された法人税法 22 条の 2の研究の一環として（2），22
条の 2を巡る「別段の定め」の論議を中心に考察する。具体的には，議論の下地造りの意
味も含めて，法人税法 22 条の 2第 1項ないし 4項について，その規定内容や論者の見解
の不一致が生じている論点の検討を行った上で（後記Ⅱ），〔1〕22 条の 2各項の「別段の
定め」の具体的範囲及び〔2〕22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」に該当するかとい
う点（後記Ⅲ）を考察するとともに，これと関連して 22 条 4 項を巡る「別段の定め」の
論議（後記Ⅳ）を検討する。
Ⅱ　法人税法 22条の 2の規定内容等
　後の議論との関係上，法人税法 22 条の 2第 1項ないし 4項を中心に，新規定の内容を
確認するとともに，論者における見解の相違等について論及する。
1　法人税法 22 条の 2の概観







（2） 泉絢也「連載　収益認識会計基準と法人税法 22条の 2及び関係法令通達の論点研究」プロフェッションジャー
ナル 314 号以降も参照。
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第 7項 政令委任 資産の販売等に係る収益の額につき修正の経理をした場合の処理その他第 1項から第 4項までの規定の適用に関し必要な事項を定めることを政令に委任するもの
　また，法人税法 22 条の 2第 7項からの委任を受けた同法施行令 18 の 2 は，修正の経理
を行った場合の取扱い等について定めている（3）。
2　法人税法 22 条の 2第 1項に関する補足
（1）　収益の計上時期のルールとしての引渡・役務提供基準






　下線部分を省略して読むと，法人税法 22 条の 2第 1項について，内国法人の資産の販
売等に係る収益の額は益金の額に算入することを定めていることが際立つが，これでは意









（3） 長島弘「収益認識基準対応としての法人税法 22 条の 2の問題点」会計・監査ジャーナル 30 巻 12 号 116 頁は，
法人税法施行令 18 条の 2第 4項において，同法 22 条の 2第 5項に関する定めを設けていることに着目し，





22 条 2 項が既に，しかも明確に定めていることであり，重ねて，22 条の 2第 1項が定め
ることはない。少なくとも，法人税法 22 条の 2第 1項の意義がそこにあるとは解し難い。
　このことに関して，立案担当者も，次のとおり，資産の販売等に係る収益を益金の額に
算入するかどうかについては引き続き法人税法 22 条 2 項の規定によることとし，その時
期及び金額について 22 条の 2で規定されていると解説している（4）。
法人税法第 22 条の 2の新設により，資産の販売等についてはその益金算入時期及び益
金算入額について明確にする規定が設けられる一方，同法第 22 条第 2項から資産の販
売等は除外されていません。すなわち，資産の販売等に係る収益を益金の額に算入する
かどうかについては引き続き法人税法第 22 条第 2項の規定によることとし，その時期
及び金額について同法第 22 条の 2で規定されていると整理されたことになります。し





































人税法 22 条の 2第 1項が定める引渡基準の範疇に含まれると解していることがわかる。
かような国税庁の理解を受け入れる論者も見受けられる（5）。
　他方で，出荷基準又は検収基準は，引渡基準ではなく，法人税法 22 条の 2第 2項が定
める「目的物の引渡しの日に近接する日」という近接日基準の範疇に含まれると理解する

















に関する会計基準』に対する法人税法の対応」法学志林 55 巻 3 号 33 頁も参照。
（6） 酒井克彦『プログレッシブ税務会計論Ⅲ』225 頁（中央経済社 2019）。
（7） EY新日本有限責任監査法人編『企業への影響からみる収益認識基準実務対応Q&A』116 頁（清文社
2018），島田眞一「新収益会計基準と法人税法との関係について」租税研究 833 号 327 頁参照。
（8） 山本史枝『奇跡の通達改正』54 頁以下（清文社 2019）参照。














・法人税法 22 条の 2第 1項は，資産の販売等に係る収益に関して，表面上，少なくとも
22 条 2 項よりも，明確で具体的な文言を擁しているが，その中身を検討すると，その
規範内容は多分に解釈の余地を残す，あるいは評価的要素を含み持つのではないかとい
う不安に駆られる。




3　法人税法 22 条の 2第 2項・第 3項に関する補足
（1）　収益の計上時期のルールとしての近接日基準






　法人税法 22 条の 2第 2項は，一定の要件を満たした場合には，1項の規定にかかわらず，
資産の販売等に係る収益の額について，目的物の引渡日又は役務の提供日に「近接する日」
の属する事業年度の益金の額に算入することを定めている。法人税法 22 条の 2第 1項が
資産の販売等に係る収益の計上時期のルールとして引渡・役務提供基準を採用しているの
に対し，2項はいわば近接日基準の採用を認めたものといえよう。
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して，同項の規定を適用する。




法人税法 22 条の 2第 2項の規定を適用することを定めている。
　法人税法 22 条の 2第 2項は，近接日基準に基づく収益計上に当たって確定決算による
経理を求めていた。法人税法 22 条の 2第 3項は，当初申告において近接日基準に基づく
申告調整を行ったときは，その申告調整額につき当該事業年度の確定した決算において収
益として経理したものとみなして，2項の規定を適用することを認める（「確定申告書」
の定義について法人税法 2条 31 号参照）。かように 3項は，確定決算による収益経理を行っ
ていない場合においても，申告調整を通じて近接日基準による収益計上が認められる道を
確保している。




れている（10）。上記のような法人税法 22 条の 2第 1項ないし 3項の関係に鑑みた指摘であ
ろう。
（2）　法人税法 22 条の 2第 3項の位置付けや 2項との関係に関する見解の不一致
ア　2要件充足不要説と 2要件充足必要説
　法人税法 22 条の 2第 3項の位置付けや同項と 2項との関係をどう理解すべきであるか












































④　別段の定め（法人税法 22 条 4 項を除く）がないこと（別段の定め不存在要件）










法人税法 22 条の 2第 3項について，次のとおり解説している（12）。
この③〔筆者注：法人税法 22 条の 2第 3項〕によってみなされるのはその日において「収
益として経理したこと」のみであり，その申告調整による収益認識日が一般に公正妥当
と認められる会計処理に従った収益認識日であることとはみなされないことから，申告






弘教授は，法人税法 22 条の 2第 3項について，「一般に公正妥当と認められる会計処理の










　また，長島教授は，法人税法 22条の 2第 3項について，「1項と 2項には『別段の定めが
あるものを除き』とあるところ，この 3項にはそれがない」という指摘もなされている（14）。
（12）藤田ほか・前掲注（4）275 頁。
（13）長島・前掲注（3）114 頁。長島弘「新法人税法 22 条の 2の問題点」税制研究 74 号 94 頁以下も参照。また，
酒井・前掲注（6）257 頁は，「無償取引については，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って益
金経理要件〔筆者注：本稿でいうところの③近接日における確定決算収益経理要件を指すと思われる。以下
同じ〕を充足することが困難であるため，法人税法 22 条の 2第 2項の適用のみを前提とすると，契約日基
準を採用することができないことになる。しかしながら，同条 3項を適用することにより，必ずしも益金経
理要件を必要とせず，確定申告記載要件を充足することで契約日基準の採用を認めようとするのである」と
いう見解を示される。この見解は，法人税法 22 条の 2第 3項を通じて 2項を適用する場合には，少なくと
も 2項の②公正処理基準準拠要件は要求されないことを前提としている可能性もあるが，22 条の 2第 3項は




















還付について定める 80 条 4 項と連結欠損金の繰戻しによる還付について定める 81 条の
31 第 4 項がある。法人税法 10 条の 3の適用がある場合に，法人の解散という要件以外の
欠損金の繰戻しの還付要件を満たしていないにもかかわらず，80 条 4 項又は 81 条の 31
第 4 項の適用があると解することができないことは明白である。
　もちろん，みなし規定の適用があることによって，他方の規定の要件をすべて充足する
ことになるような関係の場合は別であるが，法人税法 22 条の 2第 2項と 3項の関係はそ
のようなものではない。






22 条の 2第 3項の法律効果部分は，端的に，「当該資産の販売等に係る収益の額は，当該
事業年度の所得の金額の計算上，益金の額に算入する。」などと定めたはずではないか（15）。
かような疑問が惹起される。
　加えて，法人税法 22 条の 2第 3項の適用がある場合には，2項の④別段の定め不存在
要件を充足する必要がないとするとどうなるか。例えば，立案担当者の解説にあるよう
に（16），ここでいう別段の定めに，有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入につ
いて定める法人税法 61 条の 2が該当するとしよう（17）（もっとも，酒井克彦教授は，法人
税法 61 条の 2は 22 条 2 項の「別段の定め」であり，22 条の 2第 1項や 2項の「別段の
（15）「法人税法 22 条の 2第 1項の規定にかかわらず，」又は「前各項の規定にかかわらず，」などの文言を挿入す
ることも考えられる。
（16）藤田ほか・前掲注（4）273～274 頁参照。
（17） 渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第 2版〕』126頁（弘文堂 2019）も立案担当者の解説と同様の理解を示される。
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定め」ではないこと及び 22 条の 2第 3項が 2項の「別段の定め」に該当するという見解
を示されている（18））。
　そうすると，有価証券の譲渡に係る収益の計上時期について，法人税法 61 条の 2第 1
項が定める約定日基準ではなく，22 条の 2第 3項の適用により，申告調整による約定日
基準以外の近接日基準を採用する余地が出てくる。2項経由では認められないにもかかわ
らず，3項経由であればその採用が認められる可能性があることになる。しかも，法人税
法 61 条の 2第 1項は，所得の金額について益金の額から損金の額を控除するというグロ
ス計算を要請する 22 条と異なり，ネット計算，すなわち有価証券の譲渡に係る譲渡利益
額を益金の額，譲渡損失額を損金の額に算入することを定めている。よって，収益の額の
みに法人税法 22 条の 2第 3項を適用した場合，譲渡原価の額については 22 条 3 項と 61
条の 2のいずれを適用するのか，という問題が発生してしまう（もちろん，61 の 2 は後
述する「別段の定め」ルートを通るため 22 条の 2の適用はないなど，解釈により，問題
を解決することはありうる。また，61 条の 2は「収益」という語を用いておらず 22 条の
2と規律範囲が重なるのかという疑念も残るため，63 条や 64 条の方が好例かもしれない）。

















4　法人税法 22 条の 2第 4項に関する補足








　法人税法 22 条の 2第 4項は，大雑把にいえば，資産の販売等に係る収益の額として，1
項又は 2項により益金の額に算入する金額が時価ないし適正な価額であることを明らかに
したものである（19）。法人税法 22 条 2 項について，資産の譲渡が代金の受入れその他資産
の増加を来すべき反対給付を伴わないものであっても，譲渡時における資産の適正な価額
に相当する収益があると認識すべきものであることを明らかにした規定であると判示した
南西通商株式会社事件の最高裁平成 7年 12 月 19 日第三小法廷判決（民集 49 巻 10 号















　この点について，法人税法 22 条の 2第 4項は，「役務提供時に」通常得るべき対価の額
に相当する金額と規定するものであるという見解も示されている。例えば，酒井克彦教授
は，法人税法 22 条の 2第 4項について，「収益の額は，『資産引渡時の価額』または『役
務提供時に通常得るべき対価の額に相当する金額』と規定する」として補充的な解釈をな
されている（21）。
（19）法人税法 22 条の 2第 4項が「価額」と「対価の額」をどのように使い分けているのかは明らかではないが，
「対価の額」を時価ないし適正な価額であると解釈する際の参考となる裁判例として，東京高裁平成 26 年 6
月 12 日判決（訟月 61 巻 2 号 394 頁），東京高裁平成 27 年 11 月 18 日判決（税資 265 号順号 12753）参照。
（20）朝長英樹「『収益認識に関する会計基準等への対応』として平成 30 年度に行われた税法・通達改正の検証（3）」
T&Amaster751 号 25 頁。
（21）酒井克彦『プログレッシブ税務会計論Ⅰ〔第 2版〕』20 頁（中央経済社 2018），酒井・前掲注（6）226 頁。谷
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Ⅲ　法人税法 22条の 2を巡る「別段の定め」論議
　法人税法 22 条の 2を巡る「別段の定め」論議という枠組みで捉えると，議論の軸とし
て次の 2つを立てることができる（22）。
　〔1〕法人税法 22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲
　〔2〕法人税法 22 条の 2における他の規定の「別段の定め」該当性
　以下，〔1〕について簡述した上で，〔2〕について，法人税法 22 条の 2が 22 条 2 項の「別
段の定め」に該当するかという点を検討する。
1　〔1〕法人税法 22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲
　法人税法 22 条の 2第 1項，2項又は 4項の「別段の定め」に該当するのはどの規定か。
立案担当者は，法人税法 22 条の 2第 1項の「別段の定め」の具体的例示として，以下の
法人税法の規定を挙げ，2項の「別段の定め」も同様であると解説している（23）。
・第 61 条（短期売買商品の譲渡損益及び時価評価損益）
・第 61 条の 2（有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入）
・第 62 条の 5第 2項（現物分配による資産の譲渡）
・第 63 条（リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・第 64 条（工事の請負に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・所得税法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 7号）附則第 28 条の規定により
なおその効力を有するものとされる同法 2条の規定による改正前の法人税法第 63 条
（長期割賦販売等に係る収益及び費用の帰属事業年度）
　また，立案担当者は，法人税法 22 条の 2第 4項の「別段の定め」の具体的例示として，
以下の法人税法の規定を挙げている（24）。
・第 61 条（短期売買商品の譲渡損益及び時価評価損益）
・第 61 条の 2（有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入）
・第 62 条から第 62 条の 5まで（組織再編成による資産の譲渡）
・第 63 条（リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・第 64 条（工事の請負に係る収益及び費用の帰属事業年度）
・所得税法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 7号）附則第 28 条の規定により
なおその効力を有するものとされる同法第 2条の規定による改正前の法人税法第 63
条（長期割賦販売等に係る収益及び費用の帰属事業年度）
（22）このほか，租税特別措置法が法人税法 22 条の 2の「別段の定め」に該当するかという論点などもある。参
考として，酒井克彦「租税特別措置法は法人税法 22 条にいう『別段の定め』か」中央・ロージャーナル 12





　立案担当者の上記解説について，法人税法 61 条の 2を例として考えてみたい。法人税
法 61 条の 2第 1項は有価証券の譲渡損益の計上時期について，「その譲渡に係る契約をし
た日〔中略〕の属する事業年度の所得の金額の計算上，益金の額又は損金の額に算入する」
として，いわゆる約定日基準を定めている。このことに鑑みて，立案担当者は，法人税法
61 条の 2について，収益の計上時期として引渡基準を定める 22 条の 2第 1項や近接日基
準を定める 2項の「別段の定め」であると解しているのであろう。





案担当者は，法人税法 61 条の 2について，収益の額として益金の額に算入する金額を販
売又は譲渡をした資産の引渡しの時における価額とする 22 条の 2第 4項の「別段の定め」
であると整理しているのであろう。
　なお，法人税法 22 条は，別段の定めがあるものを除き，収益の額から原価・費用・損
失の額を控除し，課税所得を算出するというグロス計算を求めているが，61 条の 2第 1
項は譲渡利益額を益金の額に算入し，譲渡損失額を損金の額に算入することを規定してい
る。いわば，有価証券の譲渡損益に係る課税所得金額の計算について，法人税法 22 条 2
項又は 3項を通じたグロス計算ではなく，ネット計算を求めている。課税所得の算出の仕
方という点からすれば，法人税法 61 条の 2第 1項は 22 条 2 項や 3項の「別段の定め」で
あるともいえよう。
　上記の立案担当者のものとは異なる見解も示されている。すなわち，酒井克彦教授は，
法人税法 61 条の 2は 22 条 2 項の「別段の定め」であり，22 条の 2第 1項や 2項の「別
段の定め」ではないこと及び法人税法 22 条の 2第 3項が 2項の「別段の定め」に該当す
るという見解を示されている（25）。法人税法 22 条の 2各項が定める「別段の定め」の具体
的範囲については更なる議論の余地があろう（26）。
2　〔2〕法人税法 22 条の 2は 22 条 2項の「別段の定め」であるか（概要）
　〔2〕法人税法 22条の 2における他の規定の「別段の定め」該当性，とりわけ法人税法 22
条の 2が 22 条 2項の「別段の定め」に該当するのか，という問題を中心に検討してみたい。
　学説は，既に積極説と消極説に分断されている。積極説として，渡辺徹也教授は，「22
条の 2は，別段の定めのトップバッターです。かつて別段の定めは 23条（受取配当の益金
不算入）から始まっていました。平成 30年度改正では，22条と 23 条との間に，あえて 22
（25）酒井・前掲注（6）255～257 頁参照。
（26）小林磨寿美＝大野貴史『中小企業の取引における収益認識の税務と会計の実務』13 頁（税務経理協会 2019）










他方，消極説として，酒井克彦教授は，法人税法 22条の 2は 22 条 4項の「別段の定め」
であって，22条 2項の「別段の定め」ではない（22条 2項の「別段の定め」は 23条以下
である）と整理される（28）。
　立案担当者の解説を見ても，積極説又は消極説のいずれであるかは判然としない。立案




3　法人税法 22 条の 2は 22 条 2項の「別段の定め」であるか（積極説の検討）
（1）　法人税法 22 条の 2の格納場所ないし配置場所
　上述のとおり，渡辺徹也教授は，法人税法 22 条の 2は 22 条 2 項の「別段の定め」であ
るとする積極説を明示的に採用している。ここでは，積極説の根拠の候補として，法人税
法 22 条の 2の格納場所ないし配置場所を手掛かりとしたアプローチを提案してみたい。
渡辺教授が積極説を採用する根拠は必ずしも明らかではないが，「平成 30 年度改正では，
22 条と 23 条との間に，あえて 22 条の 2という条文を入れて，益金の認識に関するルー
ルを規定しました」という上記説明部分からすると，法人税法 22 条の 2の格納場所ない
し配置場所を 1つの根拠として抱懐されている可能性はある。





（27）渡辺・前掲注（17）115 頁。なお，渡辺教授は，法人税法 22 条の 2について，22 条 4 項の「別段の定め」で
もあるという立場を示されている（渡辺・同書 125 頁参照）。金子友裕「法人税法 22 条の 2創設の意義」経






　法人税法 22 条の 2が 22 条の格納場所である第二編第一章第一節「第二款　各事業年度
の所得の金額の計算の通則」に格納されなかったこと（視点③）にあらわれているように，
各事業年度の所得の金額の計算の通則としては，依然として，22 条こそが最重要規定で
ある。法人税法 22 条の 2は，22 条の見出しが掲げていた「各事業年度の所得の金額の計算」
に関する定めというよりも，「益金の額」ないし「収益の額」の計算に関する定めにすぎ
ない（視点①や②と関わる。法人税法 22 条の見出しを削除する改正については後述）。
　法人税法 22 条の 2について特筆すべきことは，収益の計上時期や計上額に関して，22
条 2 項よりも明確かつ具体的な文言を用いていることである。このように考えてみると，
「各事業年度の所得の金額の計算の通則」としては，法人税法 22 条の 2創設後において
も依然として，22 条が最重要規定であるが，資産の販売等に係る収益の計上時期と計上
額に関する通則（的規定）としては，22 条の 2創設後においては，同条の方が 22 条より
も重要であるという見方が成り立つ。
　別段の定めの議論に与える示唆を述べるならば，法人税法 22 条の 2が益金の額の計算
に係る別段の定めの格納場所として理解されてきた「第三款　益金の額の計算」に格納さ
れたこと（視点①）をもって，22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」に該当することの
証左であるという見方に結び付く。積極説の根拠の候補の 1つとなるのである。
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　また，法人税法 22 条の 2が 22 条の格納場所である「第二款　各事業年度の所得の金額
の計算の通則」に格納されなかったこと（視点③）も積極説の根拠の候補の 1つになりう
るし，やや議論の先取りになってしまうが，消極説への反論にもなりうる。法人税法 22
条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」ではないとすれば，なぜ 22 条の 2は「第二款　各事
業年度の所得の金額の計算の通則」に格納されなかったのかという疑問が生じるからであ
る（視点③）。消極説がいうように法人税法 22 条の 2が 22 条の「別段の定め」ではない
とすれば，所得の金額の計算の通則規定の一部として，22 条の 2を「第二款　各事業年
度の所得の金額の計算の通則」に配置したはずではないかという疑問と言い換えてもよい。






















採用した条文配置は，法人税法 22 条の 2が 22 条の「別段の定め」であることを積極的に
裏付けるものではない，と（消極説側からの）再反論の素材として利用されるのである。
　しかしながら，別の視点から更に考察を進めることも可能である。上記説明は，法人税
法 22 条の 2を 22 条と一応切り離して観察するものである。かように，法人税法 22 条と
の関係性を顧みずに 22 条の 2の規定を単体として見て，上記説明にあるように法人税法
22 条の 2の性格を捉えることの妥当性については検討の余地もある。




算の通則」を構成する規定として評価する余地が出てくる。例えば，法人税法 22 条に 6
項以降を設けることも選択肢に入れて，22 条の 2の規定内容を 22 条に組み込む，あるい
は，「第二款　各事業年度の所得の金額の計算の通則」の中に「第一目　各事業年度の所
得の金額の計算の通則」と「第二目　資産の販売等に係る収益の額の計算の通則」を設け
て，第一目に 22 条，第二目に 22 条の 2を配置することも考えられよう。
　かような例を出すと，改正法が，法人税法 22 条の 2について，22 条のおさめられてい
る「第二款　各事業年度の所得の金額の計算の通則」に格納しなかったこと（視点③）が
より強調される。すなわち，法人税法 22 条の 2を 22 条の格納場所である「第二款　各事
業年度の所得の金額の計算の通則」に配置した場合，法人税法 22 条の 2は，22 条とともに，
「各事業年度の所得の金額の計算の通則」を構成する余地があるにもかかわらず，改正法
はそうしなかった。
　このことを考慮すると，法人税法 22 条の 2をもって，22 条の一部であるかのように捉
えられることを避けたのか，あるいは，やはり，法人税法 22 条の 2を 22 条 2 項の「別段
の定め」として性格付けることとしたという見方も検討の対象に入り込んでくる。法人税




（2）　法人税法 22 条 2 項の見出しを削除する改正


















（31）法制執務研究会編『新訂　ワークブック法制執務〔第 2版〕』186 頁（ぎょうせい 2018）参照。
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も，法人税法 22 条や 22 条の 2のみならず，第三款以降の規定についても「各事業年度の







（3）　法人税法 22 の 2 が実際に 22 条 2 項の「別段の定め」といえるような規定であるか
　法人税法 22 の 2 が実際に 22 条 2 項の「別段の定め」といえるような規定であるかとい
う実際上の視点にも言及しておこう。特に法人税法 22 条の 2については，例えば，その
第 1項は「益金の額に算入する」と締めくくられており，一見すると，22 条 2 項の「収
益の額」とは別ルートで益金の額に算入する規定であるかのように見えるが，その主語は
「収益の額」となっている。ここでいう「収益の額」は法人税法 22 条 2 項の「収益の額」
を指していると解するならば，22 条の 2と 22 条 2 項は規律範囲が重なっていることにな




　積極説の根拠の候補として，法人税法 22 条の 2の格納場所ないし配置場所を手掛かり
とした考察を試みた。かかるアプローチのみによって法人税法 22 条の 2を 22 条 2 項の「別






4　法人税法 22 条の 2は 22 条 2項の「別段の定め」であるか（消極説の検討）
（1）　22 条 4 項アプローチ
　ア　命題①と①′
　法人税法 22 条の 2が 22 条 4 項の「別段の定め」であるという前提理解の下（かかる理
解が学説の支持を得つつあることについては後述），二律背反的に，法人税法 22 条の 2は
22 条 2 項の「別段の定め」であることはありえないとして，消極説を支持すること（以下，
「22 条 4 項アプローチ」という）はできるであろうか。








「収益の額」ルートと「別段の定め」ルートは合流すること（法人税法 22 条 2 項と同
項の「別段の定め」に該当する規定は併せて適用されること）なく，それぞれ別々に益
金の額に向かう。
　法人税法 22 条 4 項は，2項に規定する当該事業年度の「収益の額」及び 3項各号に掲
げる額（原価・費用・損失の額）は「別段の定めがあるものを除き，一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする」と定めている。上記命題①が成
り立つことを前提とすると，法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合には，
当該事業年度の「収益の額」に含まれることなく，益金の額に算入されることになる。よっ
て，法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はないという
命題①′が導かれる。これらのことを前提として消極説を展開することは可能である。
命題①′
法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はない。
　例えば，酒井克彦教授は，法人税法 22 条 2 項の「別段の定め」があるのであれば，か
かる「別段の定め」の規定内容が優先されるのであり，22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の
定め」である（本稿でいうところの積極説を採用する）とすれば，そもそも，資産の販売
等については 22 条 4 項に進まないはずであると指摘された上で，かくして，本来，22 条
（34）藤曲武美『収益認識の税務』149 頁（中央経済社 2018）も，法人税法 22 条の 2は「条文構成上は益金の額
の計算に関する別段の定めとなる」という見解を示される。
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2 項の「別段の定め」であり，かつ，22 条 4 項の「別段の定め」でもあるということは解
釈上ありえない構成であると論じられる（35）。
　また，酒井教授は，法人税法 22 条の 2を 22 条 2 項及び 4項両方の「別段の定め」であ
ると捉える見解に対して，そもそも法人税法 22 条 4 項に「別段の定めがあるものを除き」
との文言を加える必要があったのかという疑問や，22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」
でもあり，かつ，22 条 4 項の「別段の定め」でもあるという二重の「別段の定め」とさ
れることになり，条文解釈として妥当といえるかという疑問を提起される（36）。
　これらの疑問は，法人税法 22 条の 2が 22 条 4 項の「別段の定め」であるという前提理
解の下で提起されたものと解する。かかる前提理解は一定の説得力を有する。もっとも，
命題①及び命題①′がそのままの形で成り立つかという点はいずれも検討の余地がある。
法人税法 29 条や 31 条の存在を想起すると，常にこれらの命題が成り立つわけではないの
ではないかという検討すべき課題が浮かび上がるからである。
　イ　命題❶と❶′
　法人税法 29 条 1 項は次のように定めている。









　一般に，法人税法 29 条は 22 条 3 項の「別段の定め」であると解されている（37）。命題
①を法人税法 22 条 3 項に合わせて書き直し，次のような命題❶を立ててみる。
命題❶
「原価・費用・損失の額」ルートと「別段の定め」ルートは合流すること（法人税法
22 条 3 項と同項の「別段の定め」に該当する規定は併せて適用されること）なく，そ
れぞれ別々に損金の額に向かう。








を定めている。法人税法 22 条 4 項は，3項各号に掲げる原価・費用・損失の額は，「別段
の定めがあるものを除き，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算され
るものとする」としている。
　上記命題❶が成り立つことを前提とすると，法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」に該
当する場合には，当該事業年度の原価・費用・損失の額に含まれることなく，「損金の額」
に算入されることになる（以下，便宜上，損金不算入の規定については考慮しない）。よっ
て，法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はないという
命題❶′が導かれる。これらのことを前提として消極説を展開することは可能である。
命題❶′
法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」に該当する場合には，4項の適用はない。
　もっとも，命題❶や❶′が常に成り立つといえるかは疑問である。法人税法 29 条 1 項は，
22 条 3 項とは別のルートを通って棚卸資産の売上原価等を損金の額に算入する規定では
なく，あくまで同項を経由して棚卸資産の売上原価等を損金の額に算入する規定であると
解されるからである。
　このことは，法人税法 29 条 1 項の末尾が「損金の額に算入する」というものになって
いないことや，同項が「22 条第 3項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定に
より各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入する金額を算定する
場合」と規定していることにあらわれている。よって，法人税法 22 条 3 項の「別段の定め」
である 29 条の適用がある場合に，同時に，22 条 3 項の適用もあることになる。法人税法
22 条 3 項の適用があり，「原価・費用・損失の額」ルートを通って損金の額に向かうので






とが分かるにとどまるのである。すると，法人税法 22 条 4 項にいう公正処理基準の考え
方から，企業会計における売上原価の計算方法に従うということになろう」と論じられ
る（38）。法人税法 22 条 3 項 1 号の売上原価について，29 条と 22 条 4 項の併用を認めてい
る（ひいては，29 条と 22 条 3 項の併用を認めている）と解してよいであろう。
　ここでは，後の議論のために，かような法人税法 29 条に対して，棚卸資産の売上原価
等の計算及びその評価の方法について，22 条 3 項を明確化ないし補充する規定であるに
（38）酒井克彦『裁判例からみる法人税法〔2訂版〕』305 頁（大蔵財務協会 2017）。
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すぎないという性格付けもありうることを指摘しておく。










　この法人税法 31 条 1 項も，22 条 3 項を経由せずに減価償却費を損金の額に算入する規
定ではなく，あくまで 3項を経由して減価償却費を損金の額に算入する規定であり，この
ことは条文上も明らかである（法人税法 32 条 1 項についても同様の議論をなしうる）。
　ここでも，かような法人税法 31 条 1 項に対して，減価償却資産の償却費の計算及びそ
の償却の方法について，22 条 3 項を明確化ないし補充する規定であるにすぎないという
性格付けもありうることに注意を向けておく。
　ウ　命題①″













の命題①や①′に基づく形式論のみによって，法人税法 22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の
定め」である可能性を排除することは難しくなる。
　法人税法 29 条 1 項は，売上原価等について，同項を適用した上で，22 条 3 項の規定に
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　そもそも，単に，法人税法 22 条の 2は，22 条 2 項の「別段の定め」であるとか，22 条
4 項の「別段の定め」であるとか，条文ごとに総体的な観察するのではなく，各条文の中身，
個別の文言ないしその内容を具体的に観察し，規律範囲が重なっているのか，競合してい
るのかといった点から考察する方法も検討の余地がある。法人税法 22 条 2 項又は 3項の
「別段の定め」があれば，これが 22 条 2 項又は 3項に優先して適用されることになるが，
どのような意味で優先されるのか，あるいは 22 条 2 項又は 3項の適用は“途絶”される
のかという点については，「別段の定め」としての規律範囲を慎重に見極める必要があろう。
　法人税法 29 条 1 項の例でいえば，簡単に，同項は 22 条 3 項の「別段の定め」であるか
ら 22 条 4 項の適用はないと片付けたり，画一的なラベル付けをしたりするのではなく，
①棚卸資産の売上原価等が損金の額に算入されることについては 22 条 3 項 1 号が通則的
に定めており，②売上原価の計算に関する具体的な算式は定められていないため，22 条 4
項により，「売上原価＝（期首商品棚卸高＋当期商品仕入高）－期末商品棚卸高」という算
式が導かれ，③棚卸資産の期末評価額については 29 条 1 項が定めているため，同項は 22
条 2 項の「別段の定め」としての側面を有するが，④他方で，22 条 4 項をより所として
棚卸資産の売上原価等に係る期末評価額について 29 条 1 項と異なるルールを適用するこ
とはできないから，この意味では，29 条 1 項は 22 条 4 項の「別段の定め」でもある，と
いように個別具体的にクローズアップして，「別段の定め」該当性や「別段の定め」とし
ての規律範囲を考察する手法が考えられる。
　いずれにせよ，少なくとも 22 条 4 項アプローチ（のみ）に基づいて消極説を採用する
ことには，現時点では遅疑逡巡せざるをえない。
（2）　補充規定アプローチ
　法人税法 22 条の 2は，22 条 2 項の規定を明確化ないし具体化した補充的な規定である
と理解した上で，そのことを論拠に据えることによって，法人税法 22 条の 2は 22 条 2 項
の「別段の定め」ではないという消極説を支持すること（以下，「補充規定アプローチ」
という）ができるかもしれない。
　例えば，金子宏教授は，収益認識会計基準を受けて，法人税法 22 条 4 項の「別段の定め」
として，22 条の 2が創設されたと述べられる（39）。金子教授は，かように法人税法 22 条の
2が 22 条 4 項の「別段の定め」であることを明記する一方，「本条〔筆者注：法人税法 22
条の 2〕は，別段の規定であるから，従来の学説・判例を含む公正・妥当な会計処理の基
準（たとえば，権利確定主義）を修正ないし否定するものではない。また，本条の規定は，
法人税法 22 条との関係では，確認的，明確化的，補充的ないし追加的であって，22 条と
抵触する要素は少ないと考える〔下線筆者〕」とされ，法人税法 22 条の 2が 22 条 2 項の「別
（39）金子・前掲注（1）355 頁参照。
―94―





則として，資本等取引以外の取引によるすべての収益が含まれる（22 条 2 項）が，法人
税法は，益金の額の計算について，23 条ないし 27 条に規定を設けている」として，法人
税法 22 条の 2を 23 条以下に格納されている 22 条 2 項の「別段の定め」とは別枠で捉え
ているかのような記述をなされている（41）（ただし，法人税法 22 の 2 はあくまで「収益の額」
に係る規定であることを考慮しているにすぎない可能性もある）。













法 29条 1項は棚卸資産の売上原価等の計算及びその評価の方法について，22条 3項を明
確化ないし補充する規定であるにすぎないという評価もありうる。法人税法 31条 1項につ
いても同様である（25条 1項や 33条 1項なども 22条の規範内容を明確化ないし補充する
規定であると捉える見解もありえよう）。












　以上からすると，少なくとも 22 条 4 項アプローチや補充規定アプローチから消極説を
支持することは，現段階では保留せざるをえない。消極説をとる場合には，各アプローチ
の理屈をもう少し補充するか，別のアプローチから（も）考究する必要があろう。例えば，





22 条 2 項の条文内に同項の「別段の定め」が存在することはない）という命題の射程を
検討することも考えられる。補充規定アプローチとの類似性や親和性を有するが（質的な
問題か，量的な問題かという視点がありうることに留意），法人税法 22 条の 2の内容を別
置するのではなく 22 条に入れ込むような改正のあり方を念頭に置くとわかるように，22
条 2 項の「収益」の計上時期及び計上額に関して定める 22 条の 2は 22 条の一部，しかも
所得計算の通則規定の一部を構成すると解することで，消極説への道が拓けるかもしれな
い。ただし，平成 30 年度税制改正では，法人税法 22 条の 2第 1項の「別段の定め」から
22 条 4 項を除くことを明記しており，22 条 4 項さえも「別段の定め」として位置付けて
いる（ひいては，22 条 2 項や 3項も他の規定との関係において「別段の定め」となる可
能性や，22 条の 2の「別段の定め」として 22 条 2 項を捉える可能性についても検討が必
要となる）ことを考えてみても（45），平坦な道ではなさそうである。




T&Amaster753 号 17～18 頁は，前者の関係について「『原則』による『売上原価』の額の計算の一部に『特
例』による計算を行なわなければならない部分がある」というものである一方，後者の関係について，「22




だし資産の販売等に係る益金に関しては法 22 条の 2より下位のものとして）位置づけられた点は，今後，
大きな影響を持つものとして注視すべき」であると指摘される。また，藤曲・前掲注（34）66 頁は，法人税法
22 条の 2第 1項が「別段の定め」から 22 条 4 項を除いていることについて，「この規定ぶりは，法人税法
22 条 4 項を別段の定めと同等なものに把握している点で従来の考え方を否定するに等しく，問題が残る」と
指摘される。さらに，藤曲・同書 152～153 頁は，「法人税法 22 条 4 項の規定の性格からすれば，法人税法
等の通則規定，別段の定めで定められていない白地部分に働く所得計算の通則規定に定められた確認的規定
であり，法人税法の別段の定めとは考えられない。したがって，前提的なこととして，別段の定めが存在す
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Ⅳ　法人税法 22条 4項を巡る「別段の定め」論議
　法人税法 22 条の 2を巡る「別段の定め」論議との関連ともいえるものに，22 条 4 項を
巡る「別段の定め」論議がある。以下，法人税法 22 条 4 項の「別段の定め」の具体的範
囲は何か及び同項は 2項の「別段の定め」であるかという観点から考察を加える。
1　法人税法 22 条 4項の「別段の定め」の具体的範囲





　法人税法 22 条 4 項の「別段の定め」について，同項と実質的に規律範囲が重なるよう
な規定は基本的に同項の「別段の定め」に該当する，という見方がありうる。ただし，同
項は，22 条 2 項の収益の額又は 3項の原価・費用・損失の額に係る規定である。よって，
これらとは別ルートで益金の額又は損金の額に向かう規定は 22 条 4 項の「別段の定め」
には該当しないと解される。かように論断することには難点も存在するのであるが，差し





た（法人税法 22 条 2 項のうち無償取引からも収益が生じるとする規定部分，同条 3項 2





条と併せて同法第 22 条の 2の規定を適用するという構成と整理されました。また，売
上原価及び償却費についても，法人税法第 22 条と併せて同法第 29 条，第 31 条又は第
32 条が適用されて損金の額に算入する根拠規定となるような規定ぶりとなっています。
法人税法第 22 条の規定と同法第 22 条の 2以下の規定とが併さって益金の額又は損金の
（46）内国法人が適格現物分配により資産の移転を受けたことにより生ずる「収益の額」は益金の額に算入しない
旨を定める法人税法 62 条の 5第 4項をどのように位置付けるべきか，という問題もある
（47）この点に関して，藤曲・前掲注（34）151 頁，朝長英樹「『収益認識に関する会計基準等への対応』として平成




額の根拠規定となる場合には，法人税法第 22 条第 4項の規定と同法第 22 条の 2以下の
規定とが抵触する場合があります。このような場合の優先関係について，今回，法人税
法第 22 条の 2の創設を契機として，同法第 22 条の 2以下の規定が優先することが明確
化されました。具体的には，法人税法第 22 条第 4項の規定は，別段の定めがある場合
には適用しないこととされました（法法 22 ④）。
 〔下線筆者〕
　上記説明は法人税法 22 条 4 項と 22 条の 2以下の規定とが合わさって，益金の額又は損
金の額の根拠規定となる場面を想定したものといえるため，下線部分の「別段の定め」と
はその直前の「同法第 22 条の 2以下の規定」を指し，具体的には法人税法 22 条の 2や
29 条，31 条又は 32 条を想定しているものと解される。
　他方，酒井克彦教授は，法人税法 22 条 4項の「別段の定め」が 22 条の 2のみを指し，
財務省主税局も同様の立場であると解されている（49）。もっとも，同教授は，法人税法 22
の 2を 22 条 4項の「別段の定め」と解することの困難性も指摘されている。すなわち，同






税法 22 条の 2を同法 22 条 4項の『別段の定め』と理解することは困難ではないかとも思
われるのである。もっとも，法人税法 22 条 2項は，当然ながら無償取引だけを規定してい
るものではないことから，有償取引についてのみ，法人税法 22 条の 2は同法 22 条 4項の
『別段の定め』であると整理することも不可能なわけではない」という見解を示される（50）。
　本稿では，現に存在する無償取引に係る会計慣行等に加えて，将来において基準や慣行
が作成ないし生成されうることも考慮に入れると，法人税法 22条の 2第 2項の要件論や解
4 4 4 4 4
釈論の場面
4 4 4 4 4
において，同項は無償取引に適用することはないと断ずることには慎重であり
たい（51）。法人税法 22条の 2第 2項の適用の場面







　かように検討すべき点は残されているが，少なくとも法人税法 22 条の 2が 22 条 4 項の
（49）酒井・前掲注（6）286～287 頁参照。
（50）酒井・前掲注（6）252 頁。
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「別段の定め」であるという理解は学説の支持を得つつある（52）。
2　法人税法 22 条 4項は 2項の「別段の定め」であるか
　法人税法 22 条 4 項は 2項の「別段の定め」であるかという問題もある。この点について，
酒井克彦教授は，法人税法 22 条 4 項を 2項の「別段の定め」と捉える見解に対して批判
的に疑問を呈される。すなわち，酒井教授は，法人税法 22 条 4 項を 2項の「別段の定め」
と捉えると，「法人税法 22 条 2 項ないし 3項にいう『別段の定め』とは，『同法 23 条以下
＋ 22 条 4 項』を指すこととなり，いわばすべての法人税法上の規定が『別段の定め』と
位置付けられることになってしまい，そうなると，『別段の定め』という意味を失ってし





・法人税法 22 条 2 項と 4項のように「同一の条文内に格納されている規定同士は『別段
の定め』の関係にない」
・法人税法 22 条 4 項のように「法人税の課税所得計算の通則規定の一部をなしているも
のは他の条項の『別段の定め』とはならない」
・（繰り返しの議論になるが）「法人税法 22 条 4 項は 2項の規範内容を明確化ないし補充
する規定であるため，2項の『別段の定め』ではなない」
Ⅴ　結びに代えて
　本稿では，収益認識会計基準の公表に伴い新設された法人税法 22 条の 2の規定の研究
の一環として，22 条 4 項を巡る「別段の定め」論議のほか，22 条の 2を巡る「別段の定め」
論議，具体的には，〔1〕22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲及び〔2〕22 条の 2
における他の規定の「別段の定め」該当性，とりわけ 22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定
め」に該当するかという点に関する考察を行ったが，いずれも論者の見解が分かれており，
更なる検討の余地があるものであった。今後，争訟等で法人税法 22 条の 2の解釈・適用
が争点となることも予想されるため，本稿で指摘した論者の見解の不一致が生じている他
の論点と併せて，更なる議論や事例の蓄積が待たれる。
 （2019.9.20 受稿，2019.11.15 受理）
（52）本稿で引用している金子宏教授や酒井克彦教授の見解のほか，吉村政穂「税制改正大綱を評価する―法人課
税―」税研 199 号 51 頁，谷口・前掲注（21）398 頁，林仲宣編著『新通達 “最速” 対応　具体例で理解する収
益認識基準の法人税実務』58 頁〔谷口智紀執筆〕（ぎょうせい 2018），渡辺・前掲注（17）118 頁，鈴木・前掲
注（51）8 頁，坂本雅士ほか「新たな収益認識基準と法人税等―解釈論上の議題を中心に―」立教経済学研究
72 巻 3 号 171 頁〔髙橋絵梨花執筆〕参照。この点に関する議論として，古賀敬作「法人税法上の収益計上時





　平成 30 年度（2018 年度）税制改正において，法人税法上の資産の販売等に係る収益の
計上時期（帰属時期）及び計上額等に関して具体的な定めを有する法人税法 22 条の 2が
創設された。この改正は，平成 30 年 3 月 30 日に企業会計基準委員会によって収益の認識
に関して包括的で詳細な内容を定める企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」
等が公表されたことに伴うものである。本稿は，新設された法人税法 22 条の 2の規定の
研究の一環として，22 条 4 項を巡る「別段の定め」論議のほか，22 条の 2を巡る「別段
の定め」論議，具体的には，〔1〕22 条の 2各項の「別段の定め」の具体的範囲及び〔2〕
22 条の 2が 22 条 2 項の「別段の定め」に該当するかという点を考察するものである。〔2〕





千葉商大論叢　第 57 巻　第 2号（2019 年 11 月）
